
調査表４－１

市区町村別集計項目（推進体制等）
市区町村数 33

問２－１ 問２－２

問３－１　無 問４－１　無

問３－２　条例名称
問３－２

公布日（西暦）
問３－２

施行日（西暦）

問３－３
現在の
状況

問４－２　計画名称

問４－２

女性活
躍推進
法との
関係

問４－３

計画策
定の
方法

問４－４
現在の
状況

17 21 6 33

3 201 盛岡市 男女共同参画推進室 1 1 1 1 盛岡市男女共同参画推進条例 2019年6月28日 2019年6月28日 第３次盛岡市男女共同参画推進計画 2020年7月31日 ～ 2030年3月31日 1 1
3 202 宮古市 生活課 1 2 1 1 0 第５次宮古市男女共同参画基本計画 2021年12月 ～ 2026年3月 1 1
3 203 大船渡市 男女共同参画室 1 1 1 1 大船渡市男女共同参画推進条例 2002年2月27日 2002年4月1日 第5次大船渡市男女共同参画行動計画 2023年4月 ～ 2028年3月 1 1

3 205 花巻市 地域づくり課 1 2 0 1 花巻市男女共同参画推進条例 2006年1月1日 2006年1月1日
第2次花巻市男女共同参画基本計画「男女
（みんな）が互いに認め合い、ともにきらめく
まち」の実現に向けて

2016年4月1日 ～ 2024年3月31日 1 1

3 206 北上市 地域づくり課 1 2 1 1
北上市男女共同参画と多様性社会を推
進する条例

2019年3月22日 2019年4月1日
きたかみ男女共同参画・多様性社会推進
プラン

2021年4月 ～ 2026年3月 1 1

3 207 久慈市 地域づくり振興課 1 2 1 1 0 第２次久慈市男女共同参画計画 2014年4月 ～ 2024年3月 1 1

3 208 遠野市 生涯学習スポーツ課 1 2 0 0 0
第４次と・お・の　いきいき参画プランｰ第４
次遠野市男女共同参画基本計画－

2021年4月 ～ 2025年3月 1 1

3 209 一関市 いきがいづくり課 1 2 1 1 0 第４次いちのせき男女共同参画プラン 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1
3 210 陸前高田市 まちづくり推進課 1 2 0 1 0 陸前高田市男女共同参画計画 2022年4月 ～ 2032年3月 1 1
3 211 釜石市 男女共同参画室 1 1 1 1 0 かまいし男女共同参画推進プラン2019 2019年4月1日 ～ 2024年3月31日 1 1
3 213 二戸市 公民連携推進課 1 2 0 1 0 第２次二戸市男女共同参画計画 2016年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1
3 214 八幡平市 文化スポーツ課 1 2 0 0 0 第2次八幡平市男女共同参画計画 2016年4月1日 ～ 2025年3月31日 0 1
3 215 奥州市 地域づくり推進課 1 2 1 1 奥州市男女共同参画推進条例 2007年3月14日 2007年3月14日 第2次奥州市男女共同参画計画 2018年4月 ～ 2026年3月 1 1

3 216 滝沢市 地域づくり推進課 1 2 0 1 0
滝沢市男女共同参画計画～たきざわ輝き
プラン３～

2023年4月 ～ 2032年3月 0 1

3 301 雫石町 総合政策課 1 2 0 0 0 雫石町男女共同参画プラン 2020年4月1日 ～ 2025年3月31日 1 1
3 302 葛巻町 総務課 1 2 0 0 0 0 0
3 303 岩手町 企画商工課 1 2 1 1 0 第3次いわてまち男女共同参画プラン 2022年4月 ～ 2027年3月 1 1
3 321 紫波町 企画課　総合政策係 1 2 1 1 0 第二次紫波町男女共同参画推進計画 2014年4月 ～ 2024年3月 1 1

3 322 矢巾町 文化スポーツ課 1 2 1 1 0
田園都市やはば第2次男女共同参画プラン
～中間改訂版～

2021年3月 ～ 2026年3月 1 1

3 366 西和賀町 生涯学習課 2 2 1 1 0 第2次西和賀町男女共同参画プラン 2023年4月 ～ 2033年3月 1 1
3 381 金ケ崎町 中央生涯教育センター 1 2 0 1 金ケ崎町男女共同参画推進条例 2004年3月31日 2004年4月1日 (第３次金ケ崎町男女共同参画基本計画) 2021年4月1日 ～ 2030年3月31日 1 0
3 402 平泉町 まちづくり推進課 1 2 1 1 3 (平泉町男女共同参画プラン) 2017年4月 ～ 2027年3月 1 0
3 441 住田町 教育委員会 生涯学習係 2 2 1 0 0 第2次住田町男女共同参画計画 2020年9月 ～ 2026年3月 1 1

3 461 大槌町 総務課 1 2 0 0 0
大槌町男女共同参画推進計画　おもいやり
おおつちプラン

2023年4月 ～ 2028年3月 1 1

3 482 山田町 政策企画課 1 2 0 0 0 第２次やまだ男女共同参画推進プラン 2017年4月 ～ 2025年3月 1 1
3 483 岩泉町 社会教育室 2 2 1 0 0 第３次岩泉町男女共同参画推進プラン 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 0 1
3 484 田野畑村 企画観光課 1 2 0 1 0 (田野畑村総合計画前期基本計画) 2022年4月 ～ 2025年3月 0 0
3 485 普代村 普代村教育委員会事務局 2 2 0 0 2 0 0
3 501 軽米町 総務課 1 2 0 0 0 第２次軽米町男女共同参画基本計画 2022年4月 ～ 2032年3月 1 1
3 503 野田村 住民生活課 1 2 1 1 2 第２次野田村男女共同参画基本計画 2018年4月 ～ 2028年3月 0 1
3 506 九戸村 教育委員会生涯学習係 2 2 1 1 0 九戸村男女共同参画プラン 2018年4月 ～ 2028年3月 1 1
3 507 洋野町 町民生活課 1 2 0 0 0 第3次洋野町男女共同参画基本計画 2021年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1
3 524 一戸町 生涯学習・協働推進課 1 2 0 0 0 第2次一戸町男女共同参画基本計画 2016年3月1日 ～ 2025年2月28日 0 1

＜選択肢回答＞

所属 庁内連絡会議 男女共同参画に関する条例 男女共同参画に関する計画 現在の状況

１　首長部局 １　有 現在の状況 女性活躍推進法の推進計画との関係 １　策定予定有

２　教育委員会 ０　無 １　2024年3月末までの制定を目途に検討中 １　一体 ０　策定予定無

２　2023年度以降の制定を目途に検討中 ０　一体でない

事務所掌 諮問機関 ３　その他 計画の策定方法（総合計画の一部として策定している場合、「問4－2 計画名称」は括弧書きで表記）

１　男女共同参画・女性等を名称に冠した専管課 １　有 ０　検討していない １　単独計画として策定

２　１ではない ０　無 ０　総合計画の一部として策定

問４－１　有問３－１　有
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問４－２　計画期間

男女共同参画に関する条例
男女共同参画に関する計画

（2023年4月1日現在で有効なもの）
問１
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市町村４－１

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


調査表４－２

市区町村別集計項目（総合的な施設）Ｎｏ．１

単
独

複
合

直
営

指
定
管
理
者

そ
の
他

直
営

指
定
管
理
者

そ
の
他

1 0 1 0 1 0 0 1 0

3 201 盛岡市 もりおか女性センター 020-0871
岩手県盛岡市中ノ橋通一丁目1番10号　プラ
ザおでって1・5階

019-604-3303 019-601-4031 http://mjc.sankaku-npo.jp ○ ○ ○

3 202 宮古市
3 203 大船渡市
3 205 花巻市
3 206 北上市
3 207 久慈市
3 208 遠野市
3 209 一関市
3 210 陸前高田市
3 211 釜石市
3 213 二戸市
3 214 八幡平市
3 215 奥州市
3 216 滝沢市
3 301 雫石町
3 302 葛巻町
3 303 岩手町
3 321 紫波町
3 322 矢巾町
3 366 西和賀町
3 381 金ケ崎町
3 402 平泉町
3 441 住田町
3 461 大槌町
3 482 山田町
3 483 岩泉町
3 484 田野畑村
3 485 普代村
3 501 軽米町
3 503 野田村
3 506 九戸村
3 507 洋野町
3 524 一戸町

都
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ド

市

区

町

村

コ
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ド

市

区

町

村

名

名称

事業運営

問６－３

施設
形態

問６－５　管理・運営主体問６－４　所在地等

施設管理

愛称・通称

問６－１

郵便番号 住所 電話番号 ＦＡＸ番号 ホームページ

岩手県

男女共同参画・女性のための総合的な施設(2023年4月1日現在で開設済の施設)

市町村４－２



調査表４－２

市区町村別集計項目（総合的な施設）Ｎｏ．２　 岩手県
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が
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交
流
促
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企
業
・
N
P
O

と
の
連
携

国
際
交
流

調
査
研
究

その他

1 1 1 1 1 0 1 0 0 0

3 201 盛岡市 もりおか女性センター 2000年6月1日 13 1 22,292 ○ ○ ○ ○ ○
シングルマザー対象講座、男性対象講座、リプ
ロダクティブヘルスライツ講座、非正規女性対
象講座、LGBT講座

3 202 宮古市 0 0 0
3 203 大船渡市 0 0 0
3 205 花巻市 0 0 0
3 206 北上市 0 0 0
3 207 久慈市 0 0 0
3 208 遠野市 0 0 0
3 209 一関市 0 0 0
3 210 陸前高田市 0 0 0
3 211 釜石市 0 0 0
3 213 二戸市 0 0 0
3 214 八幡平市 0 0 0
3 215 奥州市 0 0 0
3 216 滝沢市 0 0 0
3 301 雫石町 0 0 0
3 302 葛巻町 0 0 0
3 303 岩手町 0 0 0
3 321 紫波町 0 0 0
3 322 矢巾町 0 0 0
3 366 西和賀町 0 0 0
3 381 金ケ崎町 0 0 0
3 402 平泉町 0 0 0
3 441 住田町 0 0 0
3 461 大槌町 0 0 0
3 482 山田町 0 0 0
3 483 岩泉町 0 0 0
3 484 田野畑村 0 0 0
3 485 普代村 0 0 0
3 501 軽米町 0 0 0
3 503 野田村 0 0 0
3 506 九戸村 0 0 0
3 507 洋野町 0 0 0
3 524 一戸町 0 0 0

問６－８　主　　　　な　　　　事　　　　業

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

問６－６　職員数（人）

問６－２　設立年月
日

男　女　共　同　参　画　・　女　性　の　た　め　の　総　合　的　な　施　設　　(２０２３　年　4　月　1　日　現　在　で　開　設　済　の　施　設)

問６－７
予算額
（千円）

問６－１　名　　称

市町村４－２ (2)



調査表４－３

市区町村別集計項目（男女共同参画に関する宣言、首長、自治会長等の状況）　

うち うち うち うち うち
宣

言

年

月

日

宣　　言　　名　　称

宣

言

の

形

態

女
性
市
区
長
数

女
性
副
市
区
長
数

女
性
町
村
長
数

女
性
副
町
村
長
数

女
性
自
治
会
長
数

1 14 0 0.0 15 0 0.0 19 0 0.0 19 0 0.0 2,752 141 5.1

3 201 盛岡市 1 0 0.0 2 0 0.0 382 25 6.5

3 202 宮古市 1 0 0.0 1 0 0.0 229 6 2.6

3 203 大船渡市 1995年11月25日 男女共同参画社会実現に向けての大船渡宣言 1 1 0 0.0 1 0 0.0 130 6 4.6

3 205 花巻市 1 0 0.0 2 0 0.0

3 206 北上市 1 0 0.0 1 0 0.0

3 207 久慈市 1 0 0.0 1 0 0.0 132 11 8.3

3 208 遠野市 1 0 0.0 1 0 0.0 62 1 1.6

3 209 一関市 1 0 0.0 1 0 0.0 485 10 2.1

3 210 陸前高田市 1 0 0.0 0 0

3 211 釜石市 1 0 0.0 1 0 0.0 137 12 8.8

3 213 二戸市 1 0 0.0 1 0 0.0 166 17 10.2

3 214 八幡平市 1 0 0.0 1 0 0.0 99 15 15.2

3 215 奥州市 1 0 0.0 1 0 0.0

3 216 滝沢市 1 0 0.0 1 0 0.0 32 1 3.1

3 301 雫石町 1 0 0.0 1 0 0.0 66 3 4.5

3 302 葛巻町 1 0 0.0 1 0 0.0 32 1 3.1

3 303 岩手町 1 0 0.0 1 0 0.0 82 3 3.7

3 321 紫波町 1 0 0.0 1 0 0.0 131 8 6.1

3 322 矢巾町 1 0 0.0 1 0 0.0 41 0 0.0

3 366 西和賀町 1 0 0.0 1 0 0.0 29 0 0.0

3 381 金ケ崎町 1 0 0.0 1 0 0.0 47 0 0.0

3 402 平泉町 1 0 0.0 1 0 0.0 21 0 0.0

3 441 住田町 1 0 0.0 1 0 0.0 22 1 4.5

3 461 大槌町 1 0 0.0 1 0 0.0 19 1 5.3

3 482 山田町 1 0 0.0 1 0 0.0 26 0 0.0

3 483 岩泉町 1 0 0.0 1 0 0.0 57 0 0.0

3 484 田野畑村 1 0 0.0 1 0 0.0 23 0 0.0

3 485 普代村 1 0 0.0 1 0 0.0 13 0 0.0

3 501 軽米町 1 0 0.0 1 0 0.0 89 9 10.1

3 503 野田村 1 0 0.0 1 0 0.0 30 4 13.3

3 506 九戸村 1 0 0.0 1 0 0.0 30 0 0.0

3 507 洋野町 1 0 0.0 1 0 0.0 73 7 9.6

3 524 一戸町 1 0 0.0 1 0 0.0 67 0 0.0

＜選択肢回答＞
男女共同参画に関する宣言
　宣言の形態

１　首長声明
２　議会の議決
３　庁内連絡会議の決定
４　その他
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長

数

女
性
比
率

（％）

岩手県

男 女 共 同 参 画 に 関 す る 宣 言 問５　首　　長　、　自　　治　　会　　長　　等　　の　　状　　況　（２０２３年７月１日現在）
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市町村４－３

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


調査表４－４

市区町村別集計項目（審議会委員への女性の登用）No1

1 2 その他

うち うち うち うち うち うち うち うち

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

数女
性
委
員

数女
性
委
員

879 748 10,641 3,110 29.2 711 634 10,076 2,809 27.9 174 114 1,064 217 20.4 983 150 15.3 1,126 158 14.0

小計 691 616 9,536 2,640 27.7 166 111 1,010 208 20.6

3 201 盛岡市 40.0 2024年4月 104 98 1,388 407 29.3 法律、条例又は要綱等により設置されている審議会、懇談会等 57 55 885 271 30.6 6 6 37 10 27.0 53 14 26.4 54 14 25.9 1 1 1

3 202 宮古市 40.0 2025年3月 79 47 674 212 31.5

地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づ
き法律又は条例により設置された附属機関及び市民や各種団体等
の意見の反映や専門知識の導入等を図ることを目的として規則、要
綱等に基づいて設置された協議会、懇談会等附属機関に準ずる機関

28 27 400 132 33.0 5 4 23 6 26.1 0 0 0.0 44 4 9.1 1 1 1

3 203 大船渡市 40.0 2028年3月 52 48 702 249 35.5

１　地方自治法第180条の5に基づく審議会・委員会等

２　地方自治法第202条の3に基づく審議会・委員会等(法令により設
置)

３　地方自治法第202条の3に基づく審議会・委員会等(条例により設
置)

４　要綱等により設置されている審議会等

27 26 395 148 37.5 5 3 23 6 26.1 44 8 18.2 45 8 17.8 1 1 1

3 205 花巻市 40.0 2024年3月 62 58 844 265 31.4 法律、条例、要綱等により設置している審議会、委員会等 61 57 833 255 30.6 5 4 38 12 31.6 35 8 22.9 36 8 22.2 1 1 1
3 206 北上市 30.0 2026年3月 26 22 342 94 27.5 地方自治法（第203条の３）に基づく審議会等（広域除き） 26 22 342 94 27.5 5 4 32 7 21.9 40 7 17.5 41 7 17.1 1 1 1

3 207 久慈市 40.0 2025年3月 38 33 429 140 32.6
地方自治法など各課が所管する業務に関する関係法律及び市関係
条例等により設置される審議会等

12 11 189 64 33.9 5 3 43 6 14.0 32 5 15.6 33 5 15.2 2 2023年7月1日 2 2023年7月1日 2 2023年7月1日

3 208 遠野市 30.0 2025年3月 28 21 381 109 28.6 地方自治法（第202条の3）等に基づく審議会等 26 21 381 109 28.6 5 5 33 8 24.2 27 3 11.1 28 3 10.7 1 1 1

3 209 一関市

40.0（2026
年３月/男女
それぞれの
委員数が委
員総数の

40％以上で
ある審議会
等の数の全
審議会等に
占める割

合）

2026年３月 47 45 753 244 32.4

地方自治法第１３８条の4第３項の規定により設置された附属機関及
び規則又は要綱等により設置された附属機関に準ずる機関

14 14 250 77 30.8 5 3 74 5 6.8 33 4 12.1 34 4 11.8 1 1 1

3 210 陸前高田市
全委員の３
分の１程度

2024年3月 29 26 403 100 24.8

地方自治法（第202条の3）に基づく審議会等

30 27 391 97 24.8 5 4 35 9 25.7 25 6 24.0 26 6 23.1 1 1 1

3 211 釜石市 45.0 2024年3月 65 62 774 292 37.7 条例、要綱、規則により設置している審議会等 30 29 465 198 42.6 5 4 23 9 39.1 38 14 36.8 39 14 35.9 1 1 1
3 213 二戸市 30.0 2026年3月 26 25 345 90 26.1 地方自治法（第202条の3） 26 25 338 85 25.1 5 3 55 9 16.4 34 5 14.7 35 5 14.3 1 1 1

3 214 八幡平市 27.0 2026年3月 24 18 297 71 23.9
地方自治法第２０２条の３に基づく審議会の委員及び地方自治法第
180条の５に基づく委員会の委員

19 17 244 68 27.9 5 2 32 4 12.5 33 4 12.1 34 4 11.8 1 1 1

3 215 奥州市 40.0 2026年3月 30 28 612 163 26.6 27 26 547 141 25.8 5 2 37 6 16.2 46 6 13.0 47 6 12.8 1 1 1
3 216 滝沢市 40.0 2032年3月 41 28 378 96 25.4 すべて 26 24 329 88 26.7 5 3 33 4 12.1 33 5 15.2 34 5 14.7 1 1 1
3 301 雫石町 35.0 2025年3月 28 25 289 83 28.7 行政組織規則に定められている付属機関 30 27 368 93 25.3 5 3 24 5 20.8 38 4 10.5 39 4 10.3 1 1 1
3 302 葛巻町 8 8 114 28 24.6 5 3 22 5 22.7 20 2 10.0 21 2 9.5 1 1 1

3 303 岩手町
各委員ごと
に目標を設
定している

2027年3月 27 24 299 61 20.4

1　法律又は政令により設置されている審議会等　2　法律により設置
されている委員会等(地方自治法第180条の5)　3　条例、規則等によ
り設置されている懇談会、会議等　4　要綱等により設置されている懇
談会、会議等

22 21 276 55 19.9 5 3 24 6 25.0 19 2 10.5 20 2 10.0 1 1 1

3 321 紫波町 30.0 2024年3月 15 12 172 47 27.3 法律もしくは政令または条例により設置されている審議会等 9 8 141 40 28.4 5 3 26 5 19.2 38 4 10.5 39 4 10.3 1 1 1

3 322 矢巾町 33.0 2026年3月 26 24 377 99 26.3
矢巾町長部局行政組織規則第13条、矢巾町教育委員会行政組織規
則第18条

26 24 377 99 26.3 5 4 30 6 20.0 52 7 13.5 53 7 13.2 1 1 1

3 366 西和賀町 6 5 118 21 17.8 5 3 29 5 17.2 35 6 17.1 36 6 16.7 1 1
3 381 金ケ崎町 9 8 111 30 27.0 5 4 33 6 18.2 36 6 16.7 37 6 16.2 1 1 1
3 402 平泉町 25.0 2025年3月 30 25 261 66 25.3 法令及び条例に基づく審議会、委員会等 25 22 241 62 25.7 6 5 46 9 19.6 23 3 13.0 24 3 12.5 1 1 1

3 441 住田町 30.0 2026年3月 20 16 180 36 20.0
地方自治法180の5、地方自治法202条の3（法令により設置されてい
るもの・条例により設置されているもの）

15 10 148 27 18.2 5 4 21 6 28.6 24 2 8.3 25 2 8.0 1 1 1

3 461 大槌町 30.0 2028年3月 16 14 168 46 27.4 16 14 168 46 27.4 5 3 21 7 33.3 0 0 0.0 33 7 21.2 1 1 1
3 482 山田町 30.0 2025年4月 14 11 172 44 25.6 地方自治法等に基づく審議会等 14 11 172 44 25.6 4 3 17 4 23.5 32 3 9.4 33 3 9.1 1 1 1
3 483 岩泉町 20.0 2027年3月 20 16 20 15 256 42 16.4 5 3 21 6 28.6 31 5 16.1 32 0 0.0 1 2 2022年9月1日 2 2020年9月1日
3 484 田野畑村 10 8 95 30 31.6 5 3 20 5 25.0 24 5 20.8 25 5 20.0 1 1 1
3 485 普代村 8 6 79 9 11.4 5 3 24 5 20.8 28 1 3.6 29 1 3.4 1 1 1
3 501 軽米町 11 10 164 41 25.0 5 3 23 3 13.0 26 1 3.8 27 1 3.7 1 1 1
3 503 野田村 4 3 52 9 17.3 5 2 24 4 16.7 27 6 22.2 28 6 21.4 1 1 1

3 506 九戸村 30.0 2028年3月 15 9 163 28 17.2
法律により設置されている審議会、委員会等、条例規則等により設置
されている会議等

16 10 166 27 16.3 5 4 23 7 30.4 28 2 7.1 29 2 6.9 1 1 1

3 507 洋野町 40.0 2026年3月 17 13 238 68 28.6 地方自治法第203条の３ 19 14 296 70 23.6 5 2 42 8 19.0 0 0 0.0 36 2 5.6 1 1 1
3 524 一戸町 14 11 205 40 19.5 5 3 22 5 22.7 29 2 6.9 30 2 6.7 1 1 1

総
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（％）
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問１０　地方自治法(第180条の５）に基
づく委員会等における登用状況
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数
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目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値
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調査時点コード

その他

問８－２　目標設定の対象である審議会等の範囲

総
委
員
数

問９　地方自治法（第202条の３）に基
づく審議会等における登用状況

審
議
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等
数

総
委
員
数
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性
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（％）
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数
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性
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率
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市町村４－４



調査表４－４

市区町村別集計項目（審議会委員への女性の登用）No2（広域圏で設置している審議会等）

　 　うち うち うち うち うち うち うち うち

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

数女
性
委
員

数女
性
委
員

20 18 540 169 31.3 8 3 54 9 16.7

盛岡市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

宮古市 2 2 50 15 30.0 0 0 0 0 0.0

大船渡市 1 1 74 27 36.5 0 0 0 0 0.0

花巻市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

北上市 2 2 46 13 28.3 0 0 0 0 0.0

久慈市 3 1 67 23 34.3 2 0 6 0 0.0

遠野市 0 0 0 0 0.0 1 1 26 4 15.4

一関市 2 2 85 28 32.9 0 0 0 0 0.0

陸前高田市 1 1 12 3 25.0 0 0 0 0 0.0

釜石市 2 2 45 8 17.8 0 0 0 0 0.0

二戸市 2 2 47 14 29.8 0 0 0 0 0.0

八幡平市 1 1 28 10 35.7 1 0 2 0 0.0

奥州市 2 2 65 22 33.8 0 0 0 0 0.0

滝沢市 1 1 16 4 25.0 0 0 0 0 0.0

雫石町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

葛巻町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

岩手町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

紫波町 1 1 5 2 40.0 0 0 0 0 0.0

矢巾町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

西和賀町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

金ケ崎町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

平泉町 0 0 0 0 0.0 4 2 20 5 25.0

住田町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

大槌町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

山田町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

岩泉町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

田野畑村 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

普代村 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

軽米町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

野田村 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

九戸村 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

洋野町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

一戸町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

女
性
比
率

（％）

岩手県
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ー

ド

市
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名

目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値
目標設定の対象である審議会等の

範囲
問９　地方自治法（第202条の３）に基

づく審議会等における登用状況

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

総
委
員
数

（再掲）
　　市町村防災会議
       (会長を含む)

目
標
値

（％）

目
標
年
度
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議
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等
数
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委
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数

女
性
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（％）
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等
数

総
委
員
数

女
性
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率

（％）

問１０　地方自治法(第180条の５）に基
づく委員会等における登用状況

（再掲）
　　市町村防災会議
        (委員のみ）

女
性
比
率

（％）

委
員
会
等
数

総
委
員
数

市町村４－４ (2)



調査表４－４

市区町村別集計項目（女性公務員の登用）

1 2

うち

うち うち うち うち うち うち うち

管
理
職
数

女
性

うち
女理
性職
管数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

1,280 230 18.0 1,076 168 15.6 211 23 10.9 182 21 11.5 97 13 13.4 73 11 15.1 972 194 20.0 821 136 16.6 1,545 478 30.9 1,200 305 25.4 2,311 929 40.2 1,732 619 35.7 241 10 4.1 41 1 2.4

3 201 盛岡市 156 21 13.5 126 14 11.1 22 1 4.5 20 1 5.0 43 5 11.6 32 4 12.5 91 15 16.5 74 9 12.2 245 56 22.9 167 32 19.2 440 219 49.8 235 96 40.9 1 15 1 6.7 2 0 0.0 1

3 202 宮古市 51 3 5.9 48 3 6.3 14 1 7.1 14 1 7.1 0 0 0.0 0 0 0.0 37 2 5.4 34 2 5.9 96 26 27.1 81 18 22.2 195 88 45.1 136 60 44.1 1 7 1 14.3 2 0 0.0 1

3 203 大船渡市 45 4 8.9 38 3 7.9 11 1 9.1 10 1 10.0 0 0 0.0 0 0 0.0 34 3 8.8 28 2 7.1 70 18 25.7 60 13 21.7 85 27 31.8 73 21 28.8 1 4 0 0.0 1 0 0.0 1

3 205 花巻市 85 18 21.2 74 15 20.3 17 3 17.6 16 3 18.8 3 0 0.0 2 0 0.0 65 15 23.1 56 12 21.4 140 37 26.4 100 18 18.0 168 75 44.6 122 48 39.3 1 7 1 14.3 2 0 0.0 1

3 206 北上市 60 9 15.0 60 9 15.0 17 3 17.6 17 3 17.6 0 0 0.0 0 0 0.0 43 6 14.0 43 6 14.0 59 25 42.4 59 25 42.4 111 46 41.4 111 46 41.4 1 7 0 0.0 2 0 0.0 1

3 207 久慈市 56 9 16.1 46 8 17.4 11 1 9.1 9 1 11.1 0 0 0.0 0 0 0.0 45 8 17.8 37 7 18.9 0 0 0.0 0 0 0.0 89 28 31.5 72 24 33.3 1 8 0 0.0 1 0 0.0 1

3 208 遠野市 45 9 20.0 32 6 18.8 9 2 22.2 7 2 28.6 0 0 0.0 0 0 0.0 36 7 19.4 25 4 16.0 36 8 22.2 22 4 18.2 74 29 39.2 49 24 49.0 1 52 1 1.9 5 0 0.0 1

3 209 一関市 137 36 26.3 91 21 23.1 27 6 22.2 21 5 23.8 38 6 15.8 26 5 19.2 72 24 33.3 44 11 25.0 179 66 36.9 92 30 32.6 168 63 37.5 79 34 43.0 1 6 0 0.0 3 0 0.0 1

3 210 陸前高田市 26 3 11.5 26 3 11.5 9 0 0.0 9 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 17 3 17.6 17 3 17.6 38 8 21.1 38 8 21.1 72 28 38.9 72 28 38.9 1 4 0 0.0 1 0 0.0 1

3 211 釜石市 81 22 27.2 80 21 26.3 9 0 0.0 9 0 0.0 2 1 50.0 2 1 50.0 70 21 30.0 69 20 29.0 62 26 41.9 62 26 41.9 42 13 31.0 39 10 25.6 1 7 0 0.0 3 0 0.0 1

3 213 二戸市 51 11 21.6 45 5 11.1 8 1 12.5 8 1 12.5 8 1 12.5 8 1 12.5 35 9 25.7 29 3 10.3 46 14 30.4 41 9 22.0 26 8 30.8 25 7 28.0 1 5 0 0.0 1 0 0.0 1

3 214 八幡平市 29 7 24.1 25 4 16.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 29 7 24.1 25 4 16.0 36 14 38.9 28 7 25.0 62 18 29.0 56 13 23.2 1 6 1 16.7 1 0 0.0 1

3 215 奥州市 108 21 19.4 61 9 14.8 34 2 5.9 20 1 5.0 0 0 0.0 0 0 0.0 74 19 25.7 41 8 19.5 151 56 37.1 110 25 22.7 127 48 37.8 93 28 30.1 4 0 0.0 1 0 0.0 1

3 216 滝沢市 47 11 23.4 47 11 23.4 10 1 10.0 10 1 10.0 0 0 0.0 0 0 0.0 37 10 27.0 37 10 27.0 47 18 38.3 47 18 38.3 96 32 33.3 96 32 33.3 1 8 0 0.0 1 0 0.0 1

3 301 雫石町 23 3 13.0 22 3 13.6 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 23 3 13.0 22 3 13.6 20 8 40.0 20 8 40.0 51 21 41.2 50 20 40.0 1 5 0 0.0 1 0 0.0 1

3 302 葛巻町 12 2 16.7 12 2 16.7 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 12 2 16.7 12 2 16.7 22 6 27.3 21 5 23.8 9 1 11.1 9 1 11.1 1 4 0 0.0 0 0 0.0 1

3 303 岩手町 15 1 6.7 14 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 15 1 6.7 14 0 0.0 17 5 29.4 15 5 33.3 34 15 44.1 31 13 41.9 1 15 1 6.7 0 0 0.0 1

3 321 紫波町 34 5 14.7 33 5 15.2 5 0 0.0 5 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 29 5 17.2 28 5 17.9 32 10 31.3 28 6 21.4 31 14 45.2 20 6 30.0 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

3 322 矢巾町 16 1 6.3 16 1 6.3 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 16 1 6.3 16 1 6.3 17 2 11.8 17 2 11.8 34 15 44.1 34 15 44.1 1 4 0 0.0 0 0 0.0 1

3 366 西和賀町 13 3 23.1 12 2 16.7 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 13 3 23.1 12 2 16.7 17 6 35.3 17 6 35.3 31 12 38.7 31 12 38.7 1 5 0 0.0 1 0 0.0 1

3 381 金ケ崎町 16 5 31.3 14 4 28.6 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 16 5 31.3 14 4 28.6 32 11 34.4 26 8 30.8 31 16 51.6 26 12 46.2 1 1 0 0.0 0 0 0.0 1

3 402 平泉町 13 4 30.8 12 3 25.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 13 4 30.8 12 3 25.0 22 10 45.5 16 6 37.5 0 0 0.0 0 0 0.0 1 5 1 20.0 1 0 0.0 1

3 441 住田町 12 3 25.0 9 1 11.1 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 12 3 25.0 9 1 11.1 13 2 15.4 10 0 0.0 17 8 47.1 14 5 35.7 1 8 1 12.5 1 0 0.0 1

3 461 大槌町 22 5 22.7 21 5 23.8 2 1 50.0 2 1 50.0 3 0 0.0 3 0 0.0 17 4 23.5 16 4 25.0 0 0 0.0 0 0 0.0 28 6 21.4 23 5 21.7 1 4 1 25.0 1 1 100.0 1

3 482 山田町 15 3 20.0 13 2 15.4 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 15 3 20.0 13 2 15.4 34 8 23.5 30 5 16.7 51 15 29.4 46 12 26.1 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

3 483 岩泉町 14 0 0.0 12 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 14 0 0.0 12 0 0.0 24 4 16.7 22 3 13.6 30 8 26.7 26 4 15.4 1 4 0 0.0 1 0 0.0 1

3 484 田野畑村 17 2 11.8 15 2 13.3 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 17 2 11.8 15 2 13.3 8 3 37.5 6 1 16.7 24 13 54.2 17 7 41.2 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

3 485 普代村 0 0 0 0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 5 0 0.0 5 0 0.0 8 2 25.0 8 2 25.0 1 7 0 0.0 1 0 0.0 1

3 501 軽米町 21 3 14.3 19 2 10.5 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 21 3 14.3 19 2 10.5 3 1 33.3 2 0 0.0 21 13 61.9 15 7 46.7 1 1 0 0.0 0 0 0.0 1

3 503 野田村 9 1 11.1 9 1 11.1 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 9 1 11.1 9 1 11.1 0 0 0.0 0 0 0.0 15 1 6.7 15 1 6.7 1 6 0 0.0 1 0 0.0 1

3 506 九戸村 9 0 0.0 9 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 9 0 0.0 9 0 0.0 11 3 27.3 11 3 27.3 14 6 42.9 12 4 33.3 1 9 0 0.0 1 0 0.0 1

3 507 洋野町 25 4 16.0 21 2 9.5 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 25 4 16.0 21 2 9.5 27 13 48.1 23 9 39.1 85 29 34.1 63 15 23.8 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

3 524 一戸町 17 1 5.9 14 1 7.1 6 0 0.0 5 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 11 1 9.1 9 1 11.1 36 14 38.9 24 5 20.8 42 12 28.6 34 7 20.6 1 11 1 9.1 2 0 0.0 1
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問１１－２ 問１１－５　本庁の防災・危機管理部局への配置状況
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問１１－１　管理職の在職状況 問１１－２　職務上の地位別職員在職状況
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調査表４－５

市区町村別集計項目（地方自治体職員の通称使用・市区町村議会の議員の両立支援体制に関する調査）

議会関係は2023年7月1日（その他2023年4月1日）

問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

16 1の合計 32 0 30 1 29 29 29 29 29 22

5 2の合計 0 25 2 31 1 1 1 1 1 2

3 3の合計 0 6 0 1 1 1 1 1 2

9 4の合計 1 1 1 1 1 1 1 3

3 201 盛岡市 1

盛岡市職員旧姓使用取扱要綱



（旧姓を使用できる文書等）

第２　職員は、法令等に抵触するおそれがなく、専ら職員間で使用している文書、軽
易な文書等で、次に掲げる事項に該当するものとして総務部長が指定するものにつ
いて、旧姓を使用することができる。

　(1) 公権力の行使に当たる行為に該当しないもの

　(2) 職員としての身分に関しないもの

　(3) 職務の遂行又は事務処理において、誤解又は混乱を生じさせるおそれがないも
の

盛岡市議会 1 2 1

盛岡市議会会議規則



第２条　２　議員は，出産のため出席できないときは，出産予定日の６週間（多胎妊娠
の場合にあつては，14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの
範囲内において，その期間を明らかにして，あらかじめ議長に届け出ることができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 202 宮古市 1

宮古市職員の文書等における旧氏使用の取扱いに関する規程



第２条　職員が、旧氏を使用することができる文書等（文書、電磁的記録（電子的方
式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた
記録をいう。）、名札その他氏の記載を要するものをいう。以下、同じ。）は、法令等に
抵触するおそれがなく、かつ、専ら組織内で使用する文書等で職務の遂行上支障が
ないものとする。

宮古市議会 1 3 1

宮古市議会会議規則



第２条　第２項　議員は出産のため出席できないときは、出産予定日の８週間前（多
胎妊娠の場合にあっては14週間前）の日から当該出産の日後８週間を経過する日ま
での期間において、日数を定めて、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

2 1 1 1 1 1

3 203 大船渡市 1

大船渡市職員旧姓使用取扱規程



第４条　職員は、旧姓を使用するときは、旧姓使用申請書（様式第１号）に改姓前後
の氏を証する書類を添えて、所属長を通じて、 市長に申請しなければならない。

大船渡市議会 1 2 1

大船渡市議会会議規則



（欠席の届出）

第２条　議員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを
得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻までに議
長に届け出なければならない。

２　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合
にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

2 1 1 1 1 1 1

3 205 花巻市 1

花巻市職員旧姓使用取扱要綱



第３条第１項　任命権者は、前条の申請書の提出があった場合において、職務遂行
上又は事務処理上支障がないと認めるときは、旧姓の使用を承認するものとする。

花巻市議会 1 2 1

花巻市議会会議規則



（欠席の届出）

第２条　議員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを
得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻までに議
長に届け出なければならない。

２　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合
にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

（欠席の届出）

第89条　委員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむ
を得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻までに
委員長に届け出なければならない。

２　委員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合
にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ委員長に欠席届を提出することがで
きる。

2 1 1 1 1 1 1

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

岩手県

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

調査時点

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 206 北上市 1

北上市職員旧姓使用規程



第２条　職員は、次に掲げるものについて、旧姓を使用することができる。

(1)　職務上単に氏名を使用するもの　職員録、職員配置図、名札、名刺、職場での
呼称等

(2)　専ら組織内部及び職員間で使用される文書等で、職員の同一性が容易に確認
できるもの　起案文書、回覧文書、復命書、事務引継書、公用車使用承認請求票等

(3)　職員の権利義務に係る文書等で、職員の同一性が容易に確認でき、旧姓の使
用を原因とする係争のおそれがないもの　出勤簿、時間外勤務等記録簿、休暇処理
票、職務専念義務免除承認申請書等

(4)　前3号に掲げるもののほか、所属長が適当と認める軽易な文書等

岩手県北上市議会 1 2 1

北上市議会会議規則



（欠席の届出）

第２条第２項

議員が出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合に
あっては14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内にお
いて、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができる。 2 1 1 1 1 1 1

3 207 久慈市 3 久慈市議会 1 3 1

久慈市議会委員会条例

（欠席の届出）
第15条　委員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむ
を得ない事由のために、出席出来ないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに委員長に届け出なければならない。
２　委員は、出産のため出席できないときは、出産予定の７週間（多胎妊娠の場合に
あたっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ委員長に欠席届を提出することがで
きる。

1 1 1 1 1 1 1

3 208 遠野市 1

遠野市職員旧姓使用取扱規程



第2条　旧姓を使用することができる文書等は、次に掲げるものとする。



(1)　専ら組織内部又は職員相互間で使用される文書等で、容易に当該旧姓を使用
する職員の同一性を確認することができ、職務の遂行又は事務の処理において誤解
又は混乱を招くおそれのないもの



(2)　職員の権利義務に係る文書等で、容易に当該旧姓を使用する職員の同一性を
確認することができ、旧姓の使用を原因とする係争のおそれのないもの



(3)　対外的に使用されることがあるが、単に氏名の記載にとどまるもの等、特別な法
律関係を生じさせるおそれのない文書等



(4)　前3号に掲げるもののほか、所属長が適当と認める軽易な文書等

遠野市議会 1 3 1

遠野市議会会議規則



第２条　議員は、公務出張、疾病、災害、看護又は介護、出産、育児、忌引、配偶者
の出産補助その他のやむを得ない理由により出席できないときは、その理由を付け、
当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。

２　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合
にあっては１４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
においてその期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

2 1 1 1 1 1 1

3 209 一関市 4 一関市議会 1 2 1

一関市議会会議規則



第２条第２項　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の6週間(多胎妊
娠の場合にあっては、14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日まで
の範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出するこ
とができる。



第91条第２項　委員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の6週間(多胎
妊娠の場合にあっては、14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日ま
での範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ委員長に欠席届を提出す
ることができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 210 陸前高田市 2 陸前高田市議会 1 2 1

陸前高田市議会会議規則



第２条　議員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを
得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の会議時刻までに議
長に届けなければならない。
２　議員は、出産のために出席できないときは、出産予定日の８週間を経過する日ま
での範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出する
ことができる。

2 1 1 1 1 1 1

久慈市議会の議員の議員報酬等の特例に関する条例



第３条　議員に長期欠席期間が生じたときの議員報酬の額は、議員報酬等条例の規
定により支給されるべき議員報酬の額に、長期欠席期間の次の各号に掲げる区分に
応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

(1) 90日を超え365日以下　100分の80

(2) 365日を超えるとき　100分の50

２　前項の規定は、長期欠席期間の初日から起算して90日を超える日の属する月の
翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から、長期欠席期間の末
日の属する月までの議員報酬について適用する。ただし、議員報酬を減額した支給
を開始すべき月に長期欠席期間を終えた議員に対する議員報酬については、同項
の規定は、適用しない。

３　前２項の規定により議員報酬を減額して支給する場合において、適用する割合が
異なる場合の議員報酬の額は、その減額される月の現日数を基礎として日割りによ
り計算する。

第４条　６月１日及び12月１日（以下これらの日を「基準日」という。）の前６月以内の
期間において前条の規定により議員報酬の額を減額された月があるときの期末手当
の額は、議員報酬等条例の規定により支給されるべき期末手当の額に、前条第１項
に掲げる長期欠席期間に応じた割合を乗じて得た額とする。

２　前項の規定により期末手当を減額して支給する場合において、適用される前条第
１項に掲げる長期欠席期間に応じた割合が異なる場合の期末手当の額は、割合が
低い方を適用して計算する。

第５条　長期欠席期間が次に掲げる事由により生じた場合は、前２条の規定は適用
しない。

(1) 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病

(2) 出産（労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第１項及び第２項に規定する産
前産後の期間の範囲内である場合に限る。）

(3) その他議長が前２号の事由に準ずると認める場合

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 211 釜石市 2 釜石市議会 1 2 1

釜石市議会会議規則



第2条　議員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを
得ない事由のため出席できないときは、その理由を附け、当日の開議時刻までに議
長に届け出なければならない。
2　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の6週間（多胎妊娠の場合
にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

2 1 1 1 1 1 1

3 213 二戸市 1

二戸市職員旧姓使用取扱要綱



二戸市職員旧姓使用取扱要綱

（旧姓を使用できる文書等）

第２ 職員は、法令等に抵触するおそれがなく、専ら職員間で使用している文書、軽易
な文書等で、次に掲げる事項に該当するものとして市長 が指定するものについて、
旧姓を使用することができる。

（１）公権力の行使に当たる行為に該当しないもの

（２）職員としての身分に関しないもの

（３）職務の遂行又は事務処理において、誤解又は混乱を生じさせるおそれがないも
の

２ 旧姓を使用する職員は、前項に規定する旧姓を使用することができる 全て の文
書等において旧姓を使用するものとする。

（旧姓使用の届出等）

第３ 旧姓の使用をしようとする職員は、 本籍・住所・氏名変更届を提出する際又は
旧姓の使用を必要とする事由が生じた際に、旧姓使用届を 秘書人事課長 に提出 し
なければならない。

２ 前項の申請を行う場合は、 旧姓 及び変更後の戸籍上の氏名を確認するため、改
姓前後の氏を証する書面を添えるものとする。

３ 新たに職員となった者が、既に戸籍上の氏を改めている場合であって、旧姓の使
用をしようとするときは、速やかに旧姓使用届を秘書人事課長に提出しなければなら
ない。

二戸市議会 1 2 1

二戸市議会会議規則



二戸市議会会議規則

（欠席の届出）

第２条　議員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを
得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻までに議
長に届け出なければならない。

２　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合
にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

2 1 1 1 1 1 1

3 214 八幡平市 1

八幡平市職員旧姓使用取扱規程



第１条　この訓令は、八幡平市に勤務する一般職の職員（以下「職員」という。）が婚
姻、養子縁組その他の事由により戸籍上の氏を改めることによる不利益及び不都合
を軽減し、社会活動の継続性を保持するとともに、職員が互いの個性を尊重し、能力
を発揮しやすい職場環境の整備を図るため、職員が戸籍上の氏を改めた後も、引き
続き氏を改める前の氏（以下「旧姓」という。）を使用することに関し必要な事項を定め
るものとする。

八幡平市議会 1 3 2 2 2 2 2 2 2 2

3 215 奥州市 1

奥州市一般職の職員の旧姓使用に関する規則（平成18年２月20日規則第30号）



【以下、関連規則】

・奥州市教育委員会職員の旧姓使用に関する規則（平成18年２月20日教委規則第
10号）

・奥州市農業委員会事務局職員の旧姓使用に関する規則（平成18年2月20日農委
規則第6号）

・奥州市選挙管理委員会事務局職員の旧姓使用に関する規程（平成18年2月20日
選管訓令第3号）

・奥州市固定資産評価審査委員会職員の旧姓使用に関する規程（平成18年2月20
日固評委訓令第2号）

・奥州市上下水道部企業職員の旧姓使用に関する規程（平成18年2月20日水道事
業管理規程第11号）

・奥州市議会事務局職員の旧姓使用に関する規則（平成18年3月27日議会規則第3
号）

・奥州市監査委員事務局職員の旧姓使用に関する規程（平成18年4月1日監委訓令
第4号）

・奥州市医療局企業職員の旧姓使用に関する規程（平成27年3月31日病院事業管
理規程第23号）



（趣旨）

第１条　この規則は、奥州市一般職の職員（以下「職員」という。）が婚姻等により戸
籍上の氏を改めたことにより生じる職務上の不利益又は不都合を解消するため、職
員が戸籍上の氏を改めた後も引き続き従前の戸籍上の氏（以下「旧姓」という。）を使
用することに関し必要な事項を定めるものとする。

岩手県奥州市議会 1 2 1

奥州市議会会議規則



第２条第２項 議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊
娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日まで
の範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出するこ
とができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 216 滝沢市 1

滝沢市職員服務規程



第13条の2　職員は、婚姻、養子縁組その他の事由により戸籍上の氏を改めた後も、
引き続き婚姻等の前の戸籍上の氏を文書塔に使用することを希望する場合又は旧
姓使用を中止することを希望する場合は、別に定めるところにより速やかに申し出な
ければならない。 滝沢市議会 1 2 1

滝沢市議会会議規則



第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。

２　議員は、出産のため出席できないときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合
にあっては、１４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの範囲内
において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができ
る。

2 1 1 1 1 1 1

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 301 雫石町 3 雫石町議会 1 2 1

雫石町議会会議規則



（欠席の届出）

第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他や
むを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻まで
に議長に届け出なければならない。

２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を
経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席
届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 302 葛巻町 2 葛巻町議会 1 3 2 2 3 3 3 3 3 3

3 303 岩手町 1 岩手町議会 1 2 1

岩手町議会会議規則

(欠席の届出)

第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。

２　前項の規定に関わらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日の６
週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経
過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届
を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 4

岩手町職員旧姓使用取扱要綱



第1　この要綱は、婚姻、養子縁組その他の事由により、戸籍上の氏を改めた職員に
ついて、引き続き改姓前の氏(以下「旧姓」という。)を町の文書等において使用するこ
とに関し、必要な事項を定めるものとする。



(適用職員)



第2　この要綱は、地方公務員法(昭和25年法律第261号)第3条に規定する一般職に
属する職員に適用する。



(旧姓を使用することができる文書等)



第3　旧姓を使用することができる文書等は、旧姓を使用しても法令等に抵触するお
それがなく、かつ、職務遂行上及び事務処理上誤解や混乱を招くおそれがないもの
とし、別表第1に掲げる基準に該当するものとする。



2　別表第2に掲げる基準に該当する文書等には、旧姓を使用することができない。



(承認申請)



第4　職員は、文書等に旧姓を使用しようとするときは、戸籍上の氏を改めた日から3
箇月以内に、旧姓使用承認申請書(様式第1号)により、町長の承認を受けなければ
ならない。ただし、町長がやむを得ない事由があると認めるときは、この限りでない。



2　前項の申請書は、所属長を経由して総務課長に提出するものとする。



(承認通知)



第5　町長は、旧姓の使用を承認したときは、旧姓使用承認通知書(様式第2号)によ
り、所属長を経由して当該職員に通知するものとする。



(使用中止届)



第6　第5の規定により承認を受けて旧姓を使用している職員が、その使用を中止しよ
うとするときは、旧姓使用中止届(様式第3号)を、所属長を経由して総務課長に提出
しなければならない。



(所属長及び使用者の責務)



第7　所属長は、所属職員の旧姓の使用に関し、適切な運用が図られるよう努めなけ
ればならない。



2　旧姓を使用する職員は、旧姓を使用するに当たって、町民及び他の職員等に無用
な誤解や混乱が生じることのないように努めなければならない。



3　旧姓を使用する職員は、人事異動に当たり、事務処理上の混乱が生じないよう新
たな所属長に対して、旧姓を使用していることを申し出なければならない。



(承認の取消)



第8　町長は、職員の旧姓使用によって職務の遂行上又は事務処理上支障があると
認めるときは、当該職員に係る旧姓使用の承認を取り消すことができる。



(補則)



第9　この要綱に定めるもののほか、職員の旧姓使用に関し必要な事項は、別に定め
る。

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 321 紫波町 2 紫波町議会 1 3 1

紫波町議会会議規則



第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、あらかじめ議長に届
け出なければならない。

２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の
予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあつては、14週間）前の日から当該出産の日後
８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議
長に欠席届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 322 矢巾町 3 矢巾町議会 1 2 1

矢巾町議会会議規則



第2条第2項　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出
産予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日
後８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ
議長に欠席届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 2

3 366 西和賀町 1

西和賀町職員旧姓使用取扱規定



第2条　職員は、町長の承認を受けて法令等に抵触するおそれがなく、専ら職員の間
で使用している文書、軽易な文書等で職務遂行上又は事務処理上誤解や混乱を招く
おそれのないものにおいて、旧姓を使用することができる。なお戸籍上の氏を改めた
場合を除き、旧姓の使用を中止した職員は、再び同じ旧姓を使用できないものとす
る。

西和賀町議会 1 2 1

西和賀町議会会議規則



第2条第２項　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出
産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日
後８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ
議長に欠席届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 381 金ケ崎町 4 金ケ崎町議会 1 2 1

金ケ崎町議会会議規則



第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに、議長に届出なければならない。

２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を
経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席
届を提出することができる。

３　議長は、前項の届け出のあった議員の氏名を、会議に報告しなければならない

2 1 1 1 1 1 1

3 402 平泉町 4 平泉町議会 1 2 1

平泉町議会会議規則



第２条第２項　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出
産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産日後
８週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議
長に欠席届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 3

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 441 住田町 1 住田町議会 1 2 1

住田町議会会議規則　第2条第2項



（欠席の届出）第2条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産
補助その他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由をつけ、当日
の開議時刻までに議長に届け出なけれはならない。　２　前項の規定に関わらず、議
員が出産のため出席できないときは、出産予定日の6週間（多胎妊娠の場合にあって
は、14週間）前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内におい
て、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 461 大槌町 1

大槌町職員旧姓使用取扱要綱



第1条　この要綱は、職員が互いに個性を尊重し、能力を発揮しやすい職場環境の整
備を図るため、職員が婚姻、養子縁組その他の事由によって戸籍上の氏を改めた後
も、以前使用していた氏(以下「旧姓」という。)を職場において使用することについて
定めるものとする。 大槌町議会 1 2 1

大槌町議会会議規則

第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。
２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の６週間（多胎妊娠の場合にあつては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間
を経過するまでの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席
届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 482 山田町 4 山田町議会 4 4 4 4 4 4 4

住田町職員旧姓使用取扱規定（平成30年12月20日訓令第3号）



○住田町職員旧姓使用取扱規程

平成30年12月20日訓令第３号

住田町職員旧姓使用取扱規程

（趣旨）

第１条　この訓令は、住田町職員が婚姻、養子縁組その他の事由（以下「婚姻等」と
いう。）により戸籍上の氏を改めた後に、引き続き婚姻等の前の戸籍上の氏（以下
「旧姓」という。）を文書等に使用することに関し必要な事項を定めるものとする。

（適用職員）

第２条　この訓令は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第２項に規定す
る一般職の職員、同条第３項第３号の規定による非常勤職員及び同法第22条第５項
の規定による臨時的任用職員（以下これらを「職員」という。）に適用する。

（責務）

第３条　所属長は、所属職員の旧姓の使用に関し、適正な運用が図られるよう努め
なければならない。

２　旧姓を使用する職員は、旧姓を使用するにあたり、町民及び職場内において誤解
や混乱を生じさせないように努めなければならない。

（旧姓を使用することができる文書等）

第４条　旧姓を使用することができる文書等は、旧姓を使用しても法令等に抵触する
恐れがなく、かつ、職務遂行上又は事務処理上支障がないと認められる文書等とし、
概ね別表第１に掲げる基準に該当するものとする。

２　別表第２に掲げる基準に該当する文書等には、旧姓を使用することができない。

（旧姓使用の申請）

第５条　職員は、旧姓を使用しようとするときは、旧姓使用申請書（様式第１号）に戸
籍上の氏を改めたことを証する書類を添えて、所属長を通じて、町長に申請しなけれ
ばならない。

２　旧姓使用申請書は、婚姻等による戸籍上の氏を改めた日（新たに職員となった者
が旧姓を使用しようとする場合にあっては、職員となった日）から起算して１月以内に
提出しなければならない。

（承認の通知）

第６条　町長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、旧姓使用承認（不承
認）通知書（様式第２号）により、所属長を通じて、当該申請をした職員に通知するも
のとする。

（旧姓使用の中止）

第７条　旧姓を使用する職員は、旧姓の使用を中止しようとするときは、旧姓使用中
止届（様式第３号）により、所属長を通じて、町長に届け出なければならない。

２　前項の規定による届出をした職員は、新たに婚姻等により戸籍上の氏を改めた
場合を除き、再び旧姓を使用することはできない。

３　町長は、職務遂行上又は事務処理上支障があると認めるときは、旧姓を使用する
職員に対し、旧姓の使用の中止を命ずることができる。

（旧姓使用者の異動等）

第８条　旧姓を使用する職員は、人事異動にあたり、職務遂行上又は事務処理上支
障がないように異動先の所属長に対して、旧姓を使用していることを申し出なければ
ならない。

（派遣先の旧姓使用）

第９条　旧姓を使用する職員が国又は他の地方公共団体等に派遣された場合の当
該職員の派遣先における旧姓の使用は、当該派遣先の団体の取扱いによるものと
する。

（その他）

第10条　この訓令に定めるもののほか、職員の旧姓の使用に関し必要な事項は、町
長が別に定める。

附　則

（施行期日）

１　この訓令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この訓令の施行の日前に婚姻等により戸籍上の氏を改めた職員は、第５条第２
項の規定にかかわらず、この訓令の施行の日から平成31年１月31日までの間に同
条第１項の規定による申請を行うことにより、旧姓を使用することができる。

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 483 岩泉町 1 岩泉町議会 1 4 1

岩泉町議会会議規則

第2条　議員は、事故公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その
他のやむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時
刻までに議長に届け出なければならない。
2　議員前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、日数を定
めて出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあつては、14週間)前の日から当該出産
の日後8週間を経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらか
じめ議長に欠席届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1

岩泉町職員旧姓使用取扱要綱



（趣旨）

第１条　この要綱は、岩泉町に勤務する一般職の職員（臨時及び非常勤の職員を除
く。以下「職員」という。）が、婚姻、養子縁組その他の事由（以下「婚姻等」という。）に
より戸籍上の氏を改めることによる不利益及び不都合を軽減し、社会活動の継続性
を保持するとともに、職員が互いの個性を尊重し、能力を発揮しやすい職場環境の整
備を図るため、職員が戸籍上の氏を改めた後も、引き続き氏を改める前の氏（以下
「旧姓」という。）を使用することに関し必要な事項を定めるものとする。

　（旧姓使用の範囲）

第２条　職員は、任命権者の承認を受けて、次の各号に掲げる文書等において、旧
姓を使用することができる。

（１）職務上氏名を使用する場合で、混乱又は支障を生じるおそれがない文書等　

（２）専ら組織内部及び職員間で使用される文書等で、容易に当該旧姓を使用する職
員の同一性を確認できるもの

（３）職員の権利義務に関する文書等で、容易に当該旧姓を使用する職員の同一性
を確認でき、旧姓の使用を原因とする係争のおそれのないもの

（４）前３号に掲げるもののほか、所属長が適当と認める軽易な文書

２　次の各号に掲げる文書等については、旧姓を使用できないものとする。

（１）職員の身分関係に関する文書等で、法令等に基づく事務処理等に与える影響が
大きいもの

（２）職員の権利義務に関わる文書等で、法令等に基づく事務処理等に与える影響が
大きいもの

（３）公権力の行使に関わる文書

（４）前３号に掲げるもののほか、職務遂行上又は事務処理上誤解や混乱を生じさせ
るおそれのある文書

（旧姓使用の承認の申請）

第３条　職員は、旧姓を使用しようとするときは、任命権者の承認を受けなければな
らない。

２　職員は、前項の承認を受けようとするときは、旧姓使用申請書（様式第１号）を所
属長を経由して任命権者に提出するものとする。

３　前項の申請を行う場合は、旧姓及び変更後の戸籍上の氏名を確認するため、改
姓前後の氏を証する書面を添えるものとする。　

４　他の任命権者の事務部局において旧姓の使用を承認されていた職員が別の任
命権者の事務部局の職員に任用されたとき、又は新たに採用された職員が旧姓を使
用しようとするときは、２項の規定にかかわらず、任用の日以降速やかに旧姓使用承
認申請書を任命権者に提出しなければならない。

　（旧姓使用の承認等）

第４条　任命権者は、前条の申請書の提出があった場合において、職務遂行上又は
事務処理上支障がないと認めるときは、旧姓の使用を承認するものとする。ただし、
任命権者は、特別の必要があると認めるときは、旧姓の使用を承認しないことができ
る。

２　任命権者は、前項の規定により旧姓の使用を承認したときは、旧姓使用承認通
知書（様式第２号）によりその旨を所属長を経由して当該承認を受けた者（以下「旧
姓使用者」という。）に通知するとともに、旧姓使用職員台帳（様式第３号）に記載する
ものとする。

　（承認の取消）

第５条　任命権者は、職務遂行上支障があると認めるときは、旧姓使用者の旧姓の
使用の承認を取り消すことができる。

２　任命権者は、前項の規定により旧姓の使用の承認を取り消したときは、その旨を
所属長を経由して当該旧姓の使用の承認を取り消された職員に通知するとともに、
旧姓使用者台帳にその旨を記載するものとする。

　（旧姓使用の中止）

第６条　旧姓使用者は、旧姓の使用を中止しようとするときは、旧姓使用中止届（様
式第４号）を所属長を経由して任命権者に提出し、承認を得なければならない。

２　任命権者は、旧姓使用者の旧姓の使用の中止を承認したときは、旧姓使用中止
通知書（様式第５号）により所属長を経由して当該承認を受けた者にその旨通知する
とともに旧姓使用職員台帳にその旨を登載するものとする。

（旧姓使用の申請の制限）

第７条　前条第２項により旧姓の使用の中止を承認された職員は、特段の事情無く
再び旧姓の使用の承認を請求することはできない。

（旧姓使用者等の責務）

第８条　旧姓使用者は、旧姓を使用するにあたっては、常に町民又は職員に誤解や
混乱を生じさせないよう努めなければならない。

２　旧姓使用者は、町民及び組織内部に混乱を生じさせないため、旧姓使用を認めら
れた文書については統一して旧姓を使用しなければならない。

３　任命権者は、旧姓使用職員台帳を整備し、旧姓使用の申請、旧姓使用開始年月
日、使用する旧姓、旧姓使用の中止については、履歴書、身上明細書に記載すると
ともに、旧姓使用の適正な運用管理に努めなければならない。

　（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、旧姓の使用に関し必要な事項は、町長が別
に定める。

　　　　附　則

　この要綱は、平成14年６月１日から施行する。

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定があり、
認めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に使用した事例も判
断したこともない。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規定がある。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、
運用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、
過去に事例がない。

１．労働基準法65条の
産前産後期間よりも短
い。
２．労働基準法65条の
産前産後期間と同等。
３．労働基準法65条の
産前産後期間よりも長
い。
４．期間の定めはない。

１．産前産後期
間を明記した規
定がある。
２．産前産後期
間を明記した規
定はない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１２－１で１．を選択し
た場合、取得することが
可能な休業期間は、次
のうちどれか。

問１２－５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１２－１で１．を選択した場合、休
暇期間の報酬について減額の規定
はあるか。

問１２－１で１．を
選択した場合、
出産に係る産前
産後期間の明記
はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を欠席事由と
して明記した規定（産休を
含む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由につい
て、以下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけ
てください。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用
上認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上
も認めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がな
い。（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問１２－３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

3 484 田野畑村 4 田野畑村議会 1 2 1

田野畑村議会会議規則



第2条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。
2　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日の
6週間(多胎妊娠の場合にあつては、14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経
過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届
を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 485 普代村 2 普代村議会 1 2 1 2

3 501 軽米町 4 軽米町議会 1 2 1

軽米町議会会議規則



（欠席の届出）



第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。



２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を
経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席
届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 503 野田村 4 野田村議会 1 2 1

野田村議会会議規則



第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他や
むを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻まで
に議長に届け出でなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を
経過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席
届を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 4

3 506 九戸村 4 九戸村議会 1 2 1

九戸村議会会議規則



第2条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。



2　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日の
6週間(多胎妊娠の場合にあっては、14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経
過する日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届
を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 507 洋野町 4 洋野町議会 1 2 1

洋野町議会会議規則



第２条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他の
やむを得ない事由のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻ま
でに議長に届け出なければならない。

２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を
経過する日までの範囲内におて、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届
を提出することができる。

2 1 1 1 1 1 1

3 524 一戸町 1

一戸町職員旧姓使用取扱規定（令和4年訓令第２号）

（旧姓使用の範囲）
第３条　旧姓を使用することができる文書等は、旧姓を使用しても法令等に抵触する
おそれがなく、かつ、職務遂行上及び事務処理上誤解や混乱を招くおそれがないも
のとし、おおむね別表第１に掲げる基準に該当するものとする。
２　別表第２に掲げる基準に該当する文書等には旧姓を使用することができない。

一戸町議会 1 2 1

一戸町議会会議規則

（欠席の届出）第2条　議員は、公務、傷病、出産、育児、看護、介護、配偶者の出産
補助その他のやむを得ない理由のため出席できないときは、その理由をつけ、当日
の開議時刻までに議長に届けなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、出産予定日
の6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日までの範
囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長に欠席届を提出することが
できる。

2 1 1 1 1 1

市町村４－５



調査表４－５

市区町村別集計項目（市区町村議会の議員の両立支援体制に関する調査） 岩手県

議会関係は2023年7月1日（その他2023年4月1日）

問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び場所の設置
または提供がされてい
る。（臨時のものも含む）
２．保育に必要な場所の
設置または提供がされて
いる。（臨時のものも含
む）
３．設置または提供する
予定である。
４．なし

１．専用の場所が設置されている。（常設）
２．授乳等に必要な場所の設置または提供
がされている。（臨時のものも含む）
３．設置または提供する予定である。
４．なし

１．行っている。
２．行っていないが、今
後、取り組む予定であ
る。
３．行っておらず、今後、
取り組む予定もない。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止

に
関
す
る
規
定

(

倫
理
規

定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関

す
る
議
員
向
け
相
談
窓
口

を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行っている。
２．行っていないが、今後、
行う予定である。
３．行っておらず、今後、行
う予定もない。

１．研修において利用して
いる。
２．研修において利用して
いない又は現在は研修を
行っていないが、今後行う
研修で利用予定である。
 ３．研修において利用して
いない又は現在は研修を
行っておらす、今後行う研
修で利用する予定もない。

１．行っている。
２．行っていないが、今後、
取り組む予定である。
３．行っておらず、今後、取
り組む予定もない。

１．明記した規定があり、認
めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、運
用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、過
去に使用した事例も判断し
たこともない。

１．位置づけられた規
定がある。
２．位置づけられてい
ない。
３．その他（不明等）

0 0 6 3 1 1 1 2

0 3 8 11 10 7 1 28

0 0 19 19 3 25 0 2

33 30 31

3 201 盛岡市 4 4 1 3

書籍購入時に、議員への紹介をし
ている。

3 3 4 1

盛岡市地域防災計画【本編】



第２章　災害予防計画

　第24節　防災活動体制の整備計画

　　第８　男女共同参画の視点を取り入れた防
災体制の確立



　市は、男女共同参画の視点から、男女共同参
画担当部局が災害対応について庁内及び避難
所等における連絡調整を行い、また、もりおか
女性センターが地域における男女共同参画の
視点に立った防災活動の推進拠点となるよう、
平常時及び災害時における男女共同参画担当
部局及びもりおか女性センターの役割につい
て、防災担当部局と男女共同参画担当部局が
連携し明確化しておくよう努める。

3 202 宮古市 4 4 3 3 3 4 2
3 203 大船渡市 4 4 3 3 3 4 2

3 205 花巻市 4 4 3 3 3 1 2

3 206 北上市 4 4 2 2 2 1 4 2
3 207 久慈市 4 4 3 3 3 4 2

3 208 遠野市 4 4 1 1

遠野市議会倫理規則



第３条　議員は、次に掲げる政治倫理規準を遵
守しなければならない。

(9) セクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメン
トその他の人権侵害のおそれのある行為をしな
いこと。

1 3 3 4 2

3 209 一関市 4 4 3 3 3 4 2
3 210 陸前高田市 4 4 3 3 3 4 2
3 211 釜石市 4 4 2 2 2 3 4 2
3 213 二戸市 4 4 3 3 3 4 2

花巻市議会議員の通称名等の使用取扱要綱



（趣旨）

第１条　この要綱は、花巻市議会議員（以下「議
員」という。）が議会において使用する氏名につ
いて、公職選挙法施行令（昭和25年政令第89
号）第89条第５項において準用する同令第88条
第８項の規定により認定を受けた通称又は旧漢
字を新漢字に改めた氏名（以下「通称名」とい
う。）を使用すること、及び議員が婚姻、養子縁
組等の事由（以下「婚姻等」という。）により戸籍
の氏を改めた後引き続き、又は一定期間経過
後婚姻等の前の戸籍の氏を使用することにつ
いて、必要な事項を定めるものとする。

（通称名等の使用）

第２条　議員は、あらかじめ、議長に届け出て、
次に掲げる事項を除き、通称名又は婚姻等の
前の戸籍の氏（以下「通称名等」という。）を使用
することができる。

(１)　履歴に関する届出書類

(２)　身分証明書

(３)　辞職願

(４)　給与、旅費及び費用弁償の支給に関する
書類

(５)　源泉徴収票の名義

(６)　叙位及び叙勲の申請

(７)　在職証明書等各種証明書

(８)　市議会議員共済会に関する各種届出書

(９)　その他通称名等の使用によって実務上の
混乱が生じるおそれがある場合又は社会通念
上不適切と議長が判断するもの

（通称名等使用届出書）

第３条　前条に規定する届出は、通称名等使用
届出書（様式第１号）によるものとする。

（通称名等使用中止届出書）

第４条　通称名等を使用している議員が、その
使用を中止しようとするときは、通称名等使用
中止届出書（様式第２号）を議長に提出しなけ
ればならない。

（責務）

第５条　通称名等を使用する議員は、通称名等
を使用するに当たって、議員活動及びその関連
する事務処理に誤解や混乱が生じないように努
めなければならない。

附　則

この告示は、平成30年８月１日から施行する。

附　則（令和５年２月７日議会告示第３号）

この告示は、令和５年４月１日から施行する。

政治分野の男女共同参画の
ために実施していることがあ
ればご記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを
含む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画担当部
局又は男女共同参画
センターの具体的な
役割が明確に位置づ
けられているか。

4 0 2

問12－１１
議会において、通称又は旧
姓の使用を認めています
か。

調査時点

議員の利用することので
きる保育施設等が議会に
設置または提供されてい
るか。

議員の利用することのできる授乳室等が議
会に設置または提供されているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会におけるハラスメン
ト防止に関する取組（ハ
ラスメント防止に関する
議員向け研修を除く。）
を行っていますか。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組みは、次のう
ちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してくださ
い。

男女共同参画に関する研
修（ハラスメント防止に関す
るもの以外）を行っていま
すか。

ハラスメント防止に関する
議員向け研修を行っていま
すか。

当該研修において、令和４
年４月に内閣府が公表した
教材動画「政治分野におけ
るハラスメント防止研修教
材」を利用している又は利
用する予定はありますか。

問１２－１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してくださ
い。

市町村４－５ (2)



問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び場所の設置
または提供がされてい
る。（臨時のものも含む）
２．保育に必要な場所の
設置または提供がされて
いる。（臨時のものも含
む）
３．設置または提供する
予定である。
４．なし

１．専用の場所が設置されている。（常設）
２．授乳等に必要な場所の設置または提供
がされている。（臨時のものも含む）
３．設置または提供する予定である。
４．なし

１．行っている。
２．行っていないが、今
後、取り組む予定であ
る。
３．行っておらず、今後、
取り組む予定もない。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止

に
関
す
る
規
定

(

倫
理
規

定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関

す
る
議
員
向
け
相
談
窓
口

を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行っている。
２．行っていないが、今後、
行う予定である。
３．行っておらず、今後、行
う予定もない。

１．研修において利用して
いる。
２．研修において利用して
いない又は現在は研修を
行っていないが、今後行う
研修で利用予定である。
 ３．研修において利用して
いない又は現在は研修を
行っておらす、今後行う研
修で利用する予定もない。

１．行っている。
２．行っていないが、今後、
取り組む予定である。
３．行っておらず、今後、取
り組む予定もない。

１．明記した規定があり、認
めている。
２．明記した規定はない
が、運用上認めている。
３．明記した規定がなく、運
用上も認めていない。
４．明記した規定がなく、過
去に使用した事例も判断し
たこともない。

１．位置づけられた規
定がある。
２．位置づけられてい
ない。
３．その他（不明等）

政治分野の男女共同参画の
ために実施していることがあ
ればご記入ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを
含む）における具体的な役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画担当部
局又は男女共同参画
センターの具体的な
役割が明確に位置づ
けられているか。

問12－１１
議会において、通称又は旧
姓の使用を認めています
か。

議員の利用することので
きる保育施設等が議会に
設置または提供されてい
るか。

議員の利用することのできる授乳室等が議
会に設置または提供されているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会におけるハラスメン
ト防止に関する取組（ハ
ラスメント防止に関する
議員向け研修を除く。）
を行っていますか。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組みは、次のう
ちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してくださ
い。

男女共同参画に関する研
修（ハラスメント防止に関す
るもの以外）を行っていま
すか。

ハラスメント防止に関する
議員向け研修を行っていま
すか。

当該研修において、令和４
年４月に内閣府が公表した
教材動画「政治分野におけ
るハラスメント防止研修教
材」を利用している又は利
用する予定はありますか。

問１２－１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してくださ
い。

3 214 八幡平市 4 4 3 3 3 4 2

3 215 奥州市 4 2 1 3

議会運営委員会において、議員倫
理・セクハラ等防止に関する例規
制定に向けた検討 1 1 3 4 2

3 216 滝沢市 4 4 3 3 3 4 2

3 301 雫石町 4 2 1 1

雫石町議会議員政治倫理条例



（政治倫理基準）

第５条　議員の政治倫理に関する基準は、次の
とおりとする。

(１)～(９)　略

(10)　誹謗中傷、強制、ハラスメントその他人権
侵害のおそれのある行為をしないこと。

2 2 3 4 2

3 302 葛巻町 4 4 3 3 3 4 2
3 303 岩手町 4 4 3 3 3 4 2

3 321 紫波町 4 2 1 1

紫波町議会議員政治倫理条例



第４条　政治倫理に関する基準は、次のとおりと
する。

（10）　嫌がらせ、強制、セクシュアルハラスメン
トその他人権侵害のおそれのある行為をしない
こと。

1 3 3 4 2

3 322 矢巾町 4 4 1 1

矢巾町議会議員政治倫理条例



第5条1項10号　嫌がらせ、強制、セクシャルハ
ラスメントその他人権侵害のおそれのある行為
をしないこと。

3 3 2 2

3 366 西和賀町 4 4 3 3 3 4 2
3 381 金ケ崎町 4 4 3 3 3 4
3 402 平泉町 4 4 2 2 2 2 4 2

3 441 住田町 4 4 2 2 2 2 4

・女性議会の開催・議員の男女
共同参画事業等への参加・女
性議員のなり手対策 2

3 461 大槌町 4 4 2 2 2 2 4 2
3 482 山田町 4 4 3 3 3 4 2
3 483 岩泉町 4 4 3 2 2 2 4 2
3 484 田野畑村 4 4 2 2 2 2 4 2
3 485 普代村 4 4 2 2 2 2 4 3
3 501 軽米町 4 4 3 3 3 4 2

3 503 野田村 4 4 3 3 3 4 1

野田村地域防災計画

第３章　災害応急対応
第１節　体制等の整備
第２　活動体制　　１　災害警戒本部　（３）分掌
事務　災害警戒本部の分掌事務は、次のとおり
である。住民生活部　①避難所開設・運営の総
合調整に関すること。②村営住宅の被害状況等
の収集・調査に関すること。　　２　災害対策本
部　（３）分掌事務　災害対策本部の分掌事務
は次のとおりである。ただし、各部班は、本部長
の指揮及び本部会議等による調整のもと、弾力
的な人員運用を行うものとし、村民の生命、身
体の確保に関する対応を中心に重要な業務に
人数を割り当てるものとする。また、災害の状況
により情報伝達手段の途絶や十分な体制の確
保が困難な場合もあり得ることから、各部班は
能動的かつ臨機応変の対応に努めるものとす
る。　①災害発生前　防災・災害対策用資機材
の点検整備　エ　感染症予防薬剤及び感染症
予防用資機材の点検整備　住民生活部　　避難
準備対策　イ　避難所開設の準備　住民生活部
②災害発生後　住民生活部住民生活班　ア　避
難所の設置・運営に関すること。　イ　義援金に
関すること。　ウ　防犯に関すること。　エ　在宅
避難者等避難所外避難者の把握支援に関する
こと。　住まい環境班　ア　遺体収容所に関する
こと。　イ　遺体の処理及び埋葬に関すること。
ウ　廃棄物の処理及び清掃並びに環境衛生に
関すること。　エ　避難者用・職員トイレの確保
に関すること。　オ　避難者の入浴対策に関する
こと。　カ　公営住宅の被害調査及び応急対策
に関すること。

3 506 九戸村 4 4 3 2 2 3 4 3
3 507 洋野町 4 4 2 2 3 2 4 2
3 524 一戸町 4 4 3 3 3 4 2
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